
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

自民・公明党と維新の会が「歩み寄り」「容認」か 

私学の無償化 予算審議は山場に 
 高校無償化に関する自民・公明党と維新の会の協議は、13 日に幹事長や政調会長の協議が断続的におこなわれ、与党側

が提案した「2026 年度から年収 590 万円の所得制限撤廃、支給額上限の引上げ」について、「自公が維新に歩み寄り」

「維新が容認」などと報道されています。12 日の段階では、維新は与党の提案を「到底賛成できない」と拒否する姿勢を

示していましたが、トップレベルの協議で「容認」に傾いたと思われます。 

 与党は、無償化に向けた具体的な手順や財源などを議員立法で定める「プログラム法」に盛り込むことも提案しています。

さらに、読売新聞オンラインによると、支給額上限引上げについては年額63万円を要求する維新に対して、与党は全国の

私立高校授業料の平均額（2024年度約45万7000円）などを考慮して検討することや、低所得者向けの授業料

以外の教育費給付をおこなうと提案したことが判明しました。 

 また、毎日新聞によると、2025年度予算案の成立に向けて、与野党協議を通じて予算を修正する「国会修正」がおこな

われる方向だとのことです。当初予算が国会で修正されるのは1996年の橋本龍太郎内閣以来29年ぶりです。先の衆院

選で与党過半数割れになったことが大きく影響してます。 

 以上を踏まえると、私たちの運動が局面を打開するうえで極めて重要であることがわかります。直近の私学授業料平均額

への引上げや授業料以外の学費負担の軽減などは、まさに私教連が求めてきた政策そのものです。来週予定している院内集

会は、私たちの要求を内外に示し、私学の無償化を前進させるために非常に重要な意味を持っています。与野党問わず、と

くに与党議員に強く働きかけ、紹介議員の応諾と集会への参加を要請するとともに、全国私学の総結集の場と位置づけ、局

面を打開する契機となる集会にしましょう。 

私学助成全国署を１筆でも多く集約し、国会議員に「私学の無償化」を訴えましょう。 

とくに与党の国会議員に紹介議員応諾と院内集会への参加を強く要請しましょう。 

２月１９日の署名提出院内集会へ最大結集し、会場を満杯にしましょう。 
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「プログラム法」とは？ 

特定の政策を実現するための基本理念や手

順、実施時期などを規定した法律、スケジュ

ール法。過去には2008年の「国家公務員

制度改革基本法」や2013年の「持続可能

な社会保障制度改革推進法」などがある。具

体的な制度改正はあらためて個別法で規定

するケースが多い。 
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